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2 墨田区のお知らせ 2016年（平成28年）12月21日

　　区ホームページで検索する場合は、「記事のタイトル」で検索HP

区では毎年、区職員の給与等の状況をお知らせしています。区職員の給
与は、特別区人事委員会の勧告に基づき、条例で定められます。
区では従来から、行財政改革の一環として職員定数の見直しを進めて
おり、平成28年度に策定した「墨田区行財政改革実施計画」に基づき、職
員の適正な定数管理をすることとしています。今後とも、最小の経費で最
大の効果をあげられるよう、人件費をはじめとする内部経費の縮減と事
務執行の効率化に努めていきます。

 職員数
28年度当初に合計23人を削減し、28年4月1日現在で1885人です。

 給与等の改定状況
職員の給料表を28年4月に遡及して改定し、公民較差分0.15％を解消
します。また、特別給（期末・勤勉手当）の年間支給月数は、28年12月か
ら0.1月引き上げます。なお、区長、副区長、議長、副議長、議員の給料（報
酬）は、29年1月から約0.15％、期末手当は29年3月から0.08月引き上げ
ます。教育長は、期末手当のみ同様の内容で引き上げます。

	 区職員の給与等の状況� ［問合せ］職員課給与担当‹5608－6248

 部門別職員の状況（各年度とも4月1日現在）� 単位（人）
区分 職員数 28年度の職員数の増減状況
部門 26年度 27年度 28年度 増 減 主な増減理由

一般行政 議会 12 （1） 12 （1） 12 0 0 0
総務 371 （36）364 （24）350 （19）4 18 指定管理者制度導入による減

国勢調査の終了等に伴う減
税務 75 0 74 （1） 72 （3） 0 2 業務見直し等による減
民生 701 （54）704 （56）699 （56）5 10 業務見直し等による減

待機児童対応等による増
衛生 260 （31）253 （27）249 （18）2 6 民間委託等による減
労働 1 0 1 0 1 0 0 0
商工 43 （3） 43 （2） 42 （4） 0 1
土木 203 （17）201 （13）204 （10）4 1 東京都等への派遣による増
小計（A） 1666（142）1652（124）1629（110）15 38

特別行政 教育（B） 159 （30）154 （21）154 （23）0 0
普通会計の職員数の
合計（C）（C=A+B）

1825（172）1806（145）1783（133）15 38

公営企業等
会計の職員
数（D）

国民健康
保険等

59 （2） 59 （2） 59 （2） 0 0

介護保険 43 （3） 43 （2） 43 （2） 0 0
合計（C+D） 1927（177）1908（149）1885（137）15 38
職員数は、一般職の職員数であり、地方公務員の身分を有する休職者、派遣職員（東京二十三区清掃一
部事務組合等の10人を除く）などを含み、非常勤職員と臨時職員を除いています。職員数の（　）内は、
再任用短時間勤務職員であり、人数には含まれていません。

 特別職の報酬等（月額）の状況（28年4月1日現在）

給料
区長 副区長

報酬
議長 副議長 議員

113万5000円 91万6000円 91万6000円 78万7000円 60万9000円
期末手当支給月数は、6月期および12月期1.595月分、3月期0.33月分の計3.52月分です。　

 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（28年4月1日現在）
区分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

一般行政職 大学卒 26万3986円 31万2900円 36万7591円
高校卒 21万5300円 28万3133円 31万1814円

技能労務職 － 23万8600円 24万700円
経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は採用後の年数をいいます。
いずれも28年給与改定前の金額です。

 職員手当の状況（1）（28年4月1日現在）

期末・勤
勉手当

区分
墨田区 国

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当
6月期 1.15月分（0.65月分）0.85月分（0.4月分） 1.225月分（0.65月分） 0.8月分（0.375月分）
12月期 1.2月分（0.7月分） 0.95月分（0.45月分）1.375月分（0.8月分） 0.9月分（0.425月分）
3月期 0.25月分（0.1月分） −（−） −（−） −（−）
合計 4.4月分（2.3月分） 4.3月分（2.25月分）

職制上の段階、職務の級等による加算措置があります。また、（　）内は再任用職員の支給割合です。

 職員手当の状況（2）（28年4月1日現在）

地域手当
支給割合 28年度支給対象職員 1人あたり平均支給年額（27年度決算）

20％ 1859人 76万6567円
国の支給割合は地域区分により0％～20％です。

 職員手当の状況（3）（27年度実績分）

特殊勤務手当
職員全体に占める手当支給職員の割合 11.6%
支給対象職員1人あたり平均支給年額 12万392円
手当の種類（手当数） 3

支給額および支給人員の多い順に示すと、清掃業務従事手当、福祉現業手当、保健衛生業務手当となります。

 職員手当の状況（4）

時間外勤務手当
区分 支給総額 1人あたり平均支給年額

27年度 3億2961万円 17万4395円
26年度 2億8328万円 14万6322円

 職員手当の状況（5）（28年4月1日現在）
種類 区分 区（23区共通） 国

扶養手当 配偶者 1万3700円 1万3000円
配偶者以外の扶養親族（1人につき） 6000円 6500円
16歳～ 22歳の子（1人につき） 4000円加算 5000円加算

住居手当
（賃貸住宅
に居住す
る職員の
みに支給）

満27歳に達する日以後の最初の3月31
日までの間にある職員

2万7000円 支給限度額：2万7000円

満27歳に達する日以後の最初の4月1日
から満32歳に達する日以後の最初の3
月31日までの間にある職員

1万7600円

上記以外の職員 8300円
通勤手当 交通機関（電車・バス等）利用者 運賃相当額（支給限度額：月額5万5000円）

交通用具（自転車等）利用者 通勤距離に応じて支給
扶養手当、住居手当の金額は月額です。
通勤手当額は、6か月定期券の金額です。

 昇給への勤務成績の反映状況
区分 合計 一般行政職 技能労務職

28年度 職員数（A） 1767人 1140人 147人
勤務成績の区分が「特に良好」または「極めて
良好」に決定された職員数（B）

525人 354人 48人

比率（B／ A） 29.7% 31.1% 32.7%
27年度 職員数（A） 1812人 1139人 153人

勤務成績の区分が「特に良好」または「極めて
良好」に決定された職員数（B）

521人 353人 46人

比率（B／ A） 28.8% 31.0% 30.1%
勤務成績の区分が「良好」の職員は4号、「特に良好」の職員は5号、「極めて良好」の職員は7号がそれぞれ
付与されます。
合計には、一般行政職、技能労務職のほかに、福祉職、医療職などが含まれます。

 一般行政職の初任給（月額）の状況（28年4月1日現在）
区分 区（23区共通） 国

大学卒 18万2700円 ▼総合職＝18万2700円　 ▼一般職＝17万8200円
高校卒 14万6100円 14万6100円

 退職手当の状況

区分
墨田区 国

普通退職 勧奨退職・定年退職 普通退職 勧奨退職・定年退職
支給率 勤続20年 18.5月分 25.5月分 20.445月分 25.55625月分

勤続25年 29月分 34.25月分 29.145月分 34.5825月分
勤続35年 41.25月分 49.55月分 41.325月分 49.59月分
最高限度 41.25月分 49.55月分 49.59月分 49.59月分

加算措置 定年前早期退職特例措置（2％～ 20％加算）　＊国は（2％～ 45％加算）
1人あたりの平均支給額 493万円 2234万円 −
退職手当の1人あたりの平均支給額は、27年度に退職した職員についての平均額です。

 人件費の状況（27年度普通会計決算）
住民基本台帳人口
（28年4月1日現在）

歳出額（A） 実質収支 人件費（B） 人件費率
（B／ A）

26年度の
人件費率

26万1723人 1082億697万円 33億3807万円 188億6006万円 17.4% 17.5%
人件費とは、職員に支給される給与・退職手当と、区長や議員など特別職に支給される給料・報酬の
ほか共済費（社会保険料の事業主負担分）などを含む経費の合計です。
実質収支とは、歳入歳出差引残額から翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた実質的な残額です。

 一般行政職の級別職員数の状況（28年4月1日現在）
区分 8級 7級 6級 5級 4級 3級 2級 1級 計
標準的
な職務
内容

部長 統括課長 課長 総括
係長

係長
または
主査

主任
主事

相当高度
な業務を
行う係員

定型的
業務を
行う係員

−

職員数 22人 14人
（1人）

33人
（1人）

57人 251人
（7人）

408人
（66人）

322人
（1人）

28人 1135人
（76人）

構成比 1.9% 1.2%
（1.3%）

2.9%
（1.3%）

5.0% 22.1%
（9.2%）

35.9%
（86.8%）

28.4%
（1.3%）

2.5% 100%
（100%）

1年前 2.0%
（0.9%）

1.2% 2.8%
（0.9%）

5.2% 23.7%
（7.5%）

33.1%
（89.6%）

29.1%
（0.9%）

2.8% 100%
（100%）

5年前 1.4% 0.8%
（1.5%）

3.7% 8.4% 26.3% 27.5%
（98.5%）

26.9% 5.1% 100%
（100%）

職員数は、墨田区の給与条例に基づく給料表の級区分による一般行政職の数であり、福祉職、医療職
などは含んでいません。なお、標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。
（　）内は再任用職員であり、外書きです。
構成比は、それぞれ小数点以下第2位を四捨五入しています。そのため、合計が100％にならない場合
があります。

 職員の給与費の状況（28年度一般会計予算）
職員数
（A）

給与費 1人あたりの給
与費（B／ A）給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（B）

1741人
（159人）

66億9939万
2000円
（3億6657万円）

23億5160万
3000円
（9985万7000円） 

30億8834万
9000円
（8848万7000円）

121億3934万
4000円
（5億5491万4000
円）

697万2627円
（349万25円）

（　）内は再任用職員であり、外書きです。また、「職員手当」の主なものは、扶養手当、地域手当、通勤
手当、時間外勤務手当などです。
給与費には、退職手当と共済費を含んでいませんが、それらを含めると1人あたりの給与費は903万
円（再任用職員は453万円）となります。
給与費は当初予算に計上された額です。なお、実質支給額は個人の条件によって異なりますが、10％
～30％前後の法定控除（所得税、住民税、年金掛金、健康保険料等）を差し引いた額です。

 職員の平均給料月額、平均給与月額および平均年齢の状況（28年4月1日現在）
区分 一般行政職 技能労務職

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢
墨田区 31万3695円 42万1458円 41.4歳 30万2546円 40万2443円 49.9歳
都 31万6682円 45万2041円 41.6歳 29万2729円 39万5396円 48.8歳
平均給与月額とは、給料月額に扶養手当、地域手当、通勤手当、時間外勤務手当などの諸手当を加えた
額の1人あたりの平均支給額です。
墨田区は平成28年給与改定前の金額です。
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区では人事行政の公正性と透明性をさらに高めるため、区における人
事行政全般について、その運営等の状況の公表を行っています。

	 区の人事行政の運営状況� ［問合せ］職員課人事担当‹5608－6244

 職員の任免・職員数の状況

▼職員数（平成28年4月1日現在）
部長級 課長級 係長級 主任級 一般職 業務職 幼稚園教諭 常勤計 再任用

男 20人 45人 218人 266人 250人 142人 0人 941人 67人

女 4人 9人 110人 522人 249人 28人 22人 944人 70人

合計 24人 54人 328人 788人 499人 170人 22人 1885人 137人
特別区人事・厚生事務組合、東京二十三区清掃一部事務組合および東京都後期高齢者医療広域連合へ
の派遣職員、非常勤職員、臨時職員を除いています。

住宅・寮の名称 区分 室数 入居数 月額使用料

防災待機職員住宅（業平） 世帯   4室   4世帯 5万円

単身 16室 10世帯 3万円

防災待機職員住宅（借上） 単身   5室   5世帯 4万円

錦糸寮 単身 21室   0世帯   　4200円

八広職員住宅 世帯   8室   4世帯 2万5000円

▼職員採用数（27年4月2日～ 28年4月1日、都・他区からの転入も含む）
一般
事務

保育
士
土木
技術

建築
技術

機械
技術

保健衛
生監視

食品衛
生監視

医師 診療放
射線

検査
技術

栄養
士
保健
師
看護
師
作業
Ⅰ
作業
Ⅲ

自動車
運転Ⅱ

幼稚園
教諭

合計

27人 10人 2人 2人 0人 0人 0人 2人 0人 0人 1人 4人 0人 0人 0人 0人 2人 50人

▼職員退職者数（27年4月1日～ 28年3月31日、都・他区への転出も含む）
死亡退職 定年退職 勧奨退職 普通退職 転出退職 合計

4人 51人 14人 18人 4人 91人

▼職員の昇任状況（28年4月1日現在）
職 部長 統括課長 課長 総括係長 係長 統括技能長 技能長 主任主事 技能主任 合計

昇任数 1人 5人 6人 15人 21人 0人 2人 49人 5人 104人

▼職員の昇任選考の状況（27年度）
管理職 総括係長 係長 統括技能長 技能長 主任主事 技能主任

有資格者 660人 68人 529人 実施せず 79人 260人 27人

受験者 20人 52人 24人 7人 220人 15人

合格者 5人 13人 21人 2人 51人 5人

育児休業 部分休業 育児短時間勤務 大学院修学休業 配偶者同行休業

61人 26人 0人 0人 1人

免職 停職 減給 戒告 合計

0人 2人 0人 0人 2人

区分 事由 認定件数

公務災害 負傷 自己の職務遂行中 14件

疾病 公務上の負傷に起因する疾病   0件

通勤災害 通勤途上における災害   4件

 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

▼職員の正規の勤務時間（標準的な1日の勤務時間）
1週間の勤務時間は38時間45分です（午前8時30分～午後5時15分）。

▼休暇
区の休暇の種類には、年次有給休暇、病気休暇、公民権行使等休暇、妊娠出産

休暇、妊娠症状対応休暇、母子保健健診休暇、妊婦通勤時間、育児時間、出産支援
休暇、育児参加休暇、生理休暇、慶弔休暇、災害休暇、夏季休暇、ボランティア休暇、
リフレッシュ休暇、子の看護のための休暇、短期の介護休暇、介護休暇、組合休
暇があります。27年における年次有給休暇の平均取得日数は、13.5日でした。

▼休業
区の休業の種類には、育児休業、大学院修学休業、配偶者同行休業があります。

また、育児休業の趣旨のもと、勤務時間の一部について休業することのできる「部
分休業」および「育児短時間勤務」制度が認められています。

 特別区人事委員会の業務状況（概要）

▼職員の採用試験等の状況
27年度における採用試験等については、Ⅰ類（一般方式）［事務、土木造園、建築、

機械、電気、福祉、衛生監視、保健師］、Ⅰ類（土木・建築新方式）［土木造園（土木）、
建築］、Ⅲ類［事務］、身体障害者を対象とする採用選考［事務］、経験者2級職［事務、
土木造園（土木）、建築］、経験者3級職（主任主事Ⅰ）［事務、土木造園（土木）、建築］、
経験者3級職（主任主事Ⅱ）［事務］について実施しました。合計で、受験者数は1万
6587人、合格者数は3024人、倍率は約5.5倍でした。また、管理職選考については、
23区、特別区人事・厚生事務組合、特別区競馬組合、東京二十三区清掃一部事務組
合の合計（Ⅰ類・Ⅱ類の合計）で、受験者558人、合格者179人、合格率32.1％でした。

▼勤務条件に関する措置の要求の状況（27年度・墨田区）
前年度からの
継続事案数（A）

27年度
要求事案数（B）

完結件数
（C）

翌年度継続件数
（A＋ B− C）

0件 0件 0件 0件

▼不利益処分に関する不服申立ての状況（27年度・墨田区）
前年度からの
継続事案数（A）

27年度
要求事案数（B）

完結件数
（C）

翌年度継続件数
（A＋ B− C）

25件 0件 0件 25件

▼職員の内部公益通報の状況（27年度）
内部公益通報とは、職員が他の職員の違法な行為等を区長に通報し、公益の損

失を防止する制度です。27年度における通報の受理・処理は、ありませんでした。

 職員の福利・利益の保護の状況

▼厚生福利制度の体系

厚生福
利制度

法定厚生
福利制度

共済制度［東京都職員共済組合・公立学校共済組合］、公務災害
補償制度、社会保険制度

厚生制度［衛生管理（健康診断等）、互助事業（特別区職員互助組合・
墨田区職員互助会）、職員住宅、職員相談、その他（財形貯蓄等）］

法定外厚生
福利制度

「法定厚生福利制度」は特別法により規定されるもので、「法定外厚生福利制度」は地方公務員法第42
条等により規定されるものです。

▼公務災害・通勤災害補償の状況（27年度）
職員の公務上の災害、または通勤途上における災害の補償については、地方公

務員災害補償法に基づき、全国の地方公務員について統一的に実施されています。

 職員の分限・懲戒処分の状況

▼職員の懲戒処分の状況（27年度）
懲戒処分とは、職員に法令違反などの一定の義務違反があった場合になされる

処分で、免職、停職、減給、戒告の4種類が定められています。

▼職員住宅・寮の状況（28年3月31日現在）
災害時における初動連絡等に従事する職員の居住の用に供する、防災待機職員住

宅をはじめ、職員住宅・寮の入居者は、災害時の臨時非常配備職員として位置付け
られています。

▼職員健康管理の状況（27年度）
（1）健康診断
労働安全衛生法に基づき、定期健康診断をはじめとする各種健康診断等を実施し、

生活習慣病や職業病の早期発見・予防に努めています。27年度は19種類の健康診
断を実施し、受診者数は延べ7157人でした。
（2）健康相談
職員の身体の疾病を予防するとともに健康の保持・増進を図るため、保健師や看

護師による健康相談と、こころの悩みに対する臨床心理士によるメンタルヘルスカ
ウンセリングを実施しています。27年度の相談件数は延べ1242件でした。

▼職員互助会の状況（27年度）
墨田区職員互助会は、職員の相互共済と福利厚生の増進を図るため、平成3年に

区条例により設置された団体です。互助会の運営は、会員から徴収する会費と、区
からの交付金により行っています。27年度における区からの交付金の額と、交付金
を原資に行われた主な事業は次のとおりです。

▼職員貸与被服の状況（27年度）
被服の貸与については、損耗の激しい作業服等は定期貸与とし、それ以外の業務

に必要な被服は破損時貸与としています。27年度は、建築・土木系職員、清掃職員、
保育士、栄養士などを中心に、作業服496着、防寒衣117着、雨衣74着、業務服177
着、保育業務服359着、白衣49着のほか、作業靴164足、ゴム長靴33足を貸与しま
した。

区交付金額 主な事業 事業内容

3380万円 大会助成 区、都などの主催による各種大会の出場者への助成

会員事業 会員を対象とした健康増進、自己啓発事業等の実施

退職者事業　 退職予定者の「生涯生活設計」を支援するセミナーの実施

 職員研修の状況（27年度）
種別 実施機関 研修名 講座数 受講者数

職層研修 墨田区 新任職員研修 3 122人

一般職員研修 12 522人

管理監督者（部課長・係長）研修 8 285人

その他管理監督者講演会等 2 87人

23区共同 新任職員研修 3 115人

管理監督者（部課長・係長）研修 4 72人

清掃研修 4 10人

専門 ･実務
研修

墨田区 文書、財務会計等 5 251人

23区共同 戸籍・福祉・保健衛生等 42 114人

その他の
研修

墨田区実施 11 394人

ブロック（葛飾区・足立区・江戸川区・江東区・墨田区）合同研修 1 8人

23区共同実施 28 140人

派遣研修 墨田区が派遣 62 95人


